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自由長周期波の発生 とその定量的評価に関する理論的考察

関 本 恒 浩*・ 森 屋 陽 一**・ 水 口 優***

1.は じ め に

沿岸域 の長周期波 に関す る研 究が盛 んに行 われ,現 地

観 測デー タも数多 く蓄積 されて きている.し か しなが ら,

それ らのデー タか ら実証 的 に長周期波 の実態 を解明す る

まで には至 っていないのが現状で ある.こ れ は,自 由長

周期波 の発生 要因が多岐 にわた る とともに,基 本波 の特

性が 同一 であって も,そ の要因毎 に発 生す る自由長周期

波 の大 きさが異な るた め と考 え られ る.

一様水 深上伝 播す る長周期波 ηlは,次 式 に従 う.

(1)

ここで,gは 重力 の加 速度,hは 水深,ρ は水 の密 度,Sxx

はradiationstressを 表す.す なわち,式(1)の 強制項

の時間,空 間的変化や不連続 な どによって自由長 周期波

が生ず る.そ こで本研究 は,こ の強制項 に変化 を生 じさ

せ,自 由長周期波 を発 生 させ る要因 として,① 波群 の伝

播変形,② 基本波 の砕 波,③ 海底勾配 の不連続,④ 防波

堤 による基本波 の回折,⑤ その他 の要 因 を対 象 として,

理論的 な考察 に より定量的な評価 を試 みた.

2.波 群 の 伝 播 変 形 に伴 う自 由 波 の 発 生

単一 方向波 浪場 で は,radiations tressは 次式 によって

表 される.

(2)

ここで,nは 群速度 波速 比,Aは 波群 の振幅 を表 す.こ

の とき,式(1)の 解 は,次 の ように与 え られる.

(3)

ここで は一般性 を失 わずかつ具体的 な関数形 を与 え,自

由長周期波 について定量的評価 を試 みる.波 群 が連 なっ

た場合前後 の波群 の影響 を分離す るのが難 しいので,こ

こで はソ リ トン型 関数形 を持つ波群 を考 える.ま た,議

論 を簡潔 にす るた め波形 は変 えず伝播 とともに振 幅の み

を減少 させ るもの を考 え る.す なわ ち,

｜A(x,t)｜2=a2sech2[λ(x-Cgt)](1-⊿1dt…(4)

ここで,Cgは 基本波 の群速度,λ は波群 の規模 を示すパ

ラメタで波群長 は5/λ 程度 となる.ま た,⊿dは 波群 の減

衰 係数 で,波 群 が減 衰 し完全 に消 滅 す る まで の時 間 は

1⊿/dである.これ を式(3)に 代入 し積 分 を実行す る と,

(5)

を得 る.た だ し,初 期条件 として拘束波 の存在 を考慮 し

ている.ま た,nは 群速度長 波波速比 であ る.上 式右辺

第1項 は準定常 として扱 った ときの波群 に よる拘束波,

第2項 は波群の変形 に伴 う非定常性 のために発生す る拘

束波,第3項 は波群 の変形 に伴い発生 す る自由波で ある.

ここで は,式(5)を 用いて波群が 消滅 した ときに残

る 自由波 について検 討 した.図-1は 拘 束波 の初 期振 幅

で無次元化 した波群 消滅直後 の自由長 周期波の振幅 を無

次元化 した波群消滅 時間(波 群 スケール は5程 度 の値)

に対 して示 した もので ある.波 群 消滅 直後 の自由長周 期

波の振幅 は,絶 対 値が最大 となる ところを選 んだ.波 群

の消滅時 間(距 離)が 大 き くなる につれ て,無 次元振 幅

は小 さ くな る.こ の とき,振 幅 が小 さ くなった分 自由長

周期波 の波形 は扁平 し,周 期 が長 くなる.ま た,群 速度

波速比 が小 さ くな るにつれて発 生す る自由長周期 波の無

次元振 幅 は小 さ くなる.こ れ は,群 速度波速比 が小 さい

場合,波 群変形中 に波群 の伝播方 向 と逆 の方向 に伝播す

る自由長周期波 の割合 が多 くな るためであ る.波 群 の変

形 に伴 い 自由長周期波 の振幅 は減少 す るが,浅 海域 では

群速 度長波波速比nは 比 較的大 き く,半 波群長程度 の伝

播 の間 に波群が減衰 した場合で も,長 周期波の振幅 の減

少 はたかだ か1～2割 程度 である.波 群 の消滅 によって

発 生す る自由波 は,初 期拘束波 の振 幅 とほぼ同じ と考 え

ることが で きる.
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図-1波 群消滅後の自由長周期波の振幅

次 に波群 が,周 期的 に変化 す るる場合 を考 え る.こ こ

で は,波 群 の変形が次式 で与 え られ る もの とす る.

(6)

ここで,σ は長周期波 の周波数,aAは 変形 の勾配 を表す

パ ラメタで,こ れが大 きいほ ど変形が急激 に生 ず る.ま

た,erf[]は 誤差 関数で あ り,c.c.は 複 素共役 を表 す.式

(6)の 波群特性 を有す る波動 方程 式 は,解 析 的に解 くこ

とがで きて,定 常成分 を無視 した場 合次の よ うに表 せ る.

(7)

ここで,右 辺第2お よび3項 の誤差 関数 に続 く+1,-1

以外 は特解 を表 す.右 辺第1項 は局所 的な長周期拘束 波

解,第2,3項 は波群 の変形 に伴 い生 ず る局所拘束波解

の補 正項 としての長 周期拘束波 と自由長周期波が共存 し

た状 態 を表 している.局 所拘束波解 の補 正項 は,誤 差 関

数 の中で表現 されてい るた め,原点 か ら離れ るにつれて,

影響 が小 さ くなる.し たが って,原 点 か ら十分離れ た場

合 は 自由長周期波 のみが存在す る ことにな る.す なわ ち,

第2,3項 によ り原点 を中心 とした波群 の変形の顕著 な

部分 であ るedgelayerと 変形 の影 響 のない部分 で ある

outer regionが 一括 して表 されてい る.特 解 に よって自

由長周期波が表現 されて いるのは,解 を周期的 である と

仮 定す るこ とによ り得 られた常微分 方程式で は,波 群 の

空間的変化 によって発生す る自由長周 期波 を一般解 のみ

で は完全 に表現 で きないた め と考 え られ る.なお,式(7)

に よる波群消滅後 の 自由長周期波 の振 幅 は,式(5)の

ときよ りもやや小 さ く,2～3割 の減 少 となった.

次 に,多 方 向波 浪場 につ い て検 討 す る.水 口 ・山 口

(1997)は,一 様水深 の もと,基 本波 が斜 め進行波 で波群

が直進 す る 「斜 め波 向直波群」 を対 象 とした理論 を構築

してい る.水 口・山 口はradiation stressの 勾配 を強制項

とす る線形長波 の式 を出発点 とし,波 峰線 方向の一様性,

すなわち基本波 と波群 の伝播方 向のなす角が小 さい と仮

定 す ることによって,一 次元 の波動 方程 式 を導い ている.

拘束 波の水面波形 ηLは,

(8)

で与 え られ る.こ こで,θ は基本波 と波群 の伝播方 向の

なす角で ある.こ れは周波数 と波 向のわずか に異 なる波

数ベ ク トル を持 つ成分 波 を合成 した もの と等価で あ り,

単一波群 を平面波浪場 に拡張 した もの とな る.こ の こと

は,2次 干渉理論 において,2つ の基本 波成分の周波数

差 と波 数ベ ク トル の交 差 角が小 さい と仮 定 す る ことに

よって容 易 に確認 で きる.多 方向不規則 波の場合,原 理

的 には水 口 ・山口の理論 解 を重ね合 わせた もの と等価 と

解釈 で きる.したが って,多 方向波浪場 において も基本 的

には単一 方向波 と同 じ機構 によって自由波が発生す る.

3.砕 波 に伴 う 自 由波 の発 生

Okayasuら(1996)に な らい,Mizuguchi(1995)に よ

る砕波 点の変動 に伴 う自由長周期波 の発生理 論 に長瀬 ・

水 口(1995)に よる砕波点 の変動幅 を考慮 す ることによっ

て自由長 周期波 ηFとして次式 を得 る.

(9)

ただ し,xbは 砕 波点,Kuは 砕 波帯内 の水位上 昇 に関す る

係数,γ は砕波帯 におけ る波高水深比,HBは 砕 波波高で

ある.い ま,γ=0.8と す る と,砕 波点変動 に伴 い発生す

る自由長 周期 波 の振 幅 は0.124βgHBと な る.し たが っ

て,波 群変動 率 に依存す る ものの砕波帯 内では砕 波波高

の10%程 度 の波 高 を持つ重複波,砕 波帯外 では同程 度 の

波高 を持 つ沖 向 きの進行波 として存在す る.

つ ぎに,砕 波に よる波群 の変形 に伴 う自由長周期 波の

発生 について考察す る.砕 波帯 内で は水深変化 の影 響が

顕 著で あるため,波 群 の変形 のみ を評価 しただけで は定
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量的 な議論 はで きない.そ こで,局 所 的 には一様 水深 で

ある との仮定 の もとで,砕 波帯 内にお ける長周期拘束波

の振幅 を検討 す る.こ の検討 は,す でにSchaffer(1993)

によって行 われてい るが,近 似 に若干の間違 いが あるた

め,こ こで再 度検 討す る.

Schafferに よって 導入 された 波群 消滅 率 κを用 い る

と,砕 波帯 内の波群 の振幅 は,

(10)

と表 され る.い ま,砕 波帯 内の現象で ある ことを念頭 に

おいて,基 本波 に対 して長波 の仮 定 を適用 する と,長 周

期拘 束波 ηLの振幅 は次の ように近似 で きる.

(11)

ただ し,σ は基本波 の角周波数で ある.こ れ によれば,砕

波帯 内 を伝播す る局所 的な長周期拘束波 は相対水 深の2

乗 のオー ダーで変化 す る程 度で,大 きな変化 はない.し

た が って,砕 波 に よって 波 高 の減 衰 は あ る もの の,

Schafferが 示 した とお り,砕 波後 の波群 の伝 播変形 によ

る自由長周期波 の発生 はほとん どない と考 えて良い.な

お,Schafferに よれ ば κは1に 近 い定 数であ るた め,式

(9)よ り砕波帯 内では長周期拘束波 自体 も有 意 には存在

しない.ま た,波 群 の存在 によって砕波帯 内全域の強制

外力(radiation stress)が 時間的 に変動 し,自 由長周期

波が発生す る ことが考 えられ る.し か しなが ら,前 述 の

ように κは1に 近 い定 数であ るた め砕波帯 内の強制外力

の時間的 な変動 はほ とん どない と考 えて良 く,こ れ に よ

る自由長周期波 の発 生 もほ とん どない とい える.

以上 よ り砕波 に伴 う長周期波 の発生 は,ほ とん どが砕

波点 の変動 に伴 うもの と結論 される.

4.海 底 勾 配 の 不 連 続 に よ る 自由 波 の 発 生

海底勾配 の不連 続 に起因す る長周期 波の発生 について

は,Mei・Benmoussa(1984)お よびLiu(1989)に よっ

て周 期 解 を仮 定 した 準 解 析 的 な 検 討 が,喜 岡 ・石 原

(1993)に よって非定常解析が すでに行われて いる.こ こ

で は,定 常解 析 に基づ き海底勾配 の不連続 による自由波

図-2 海底勾配の不連続に伴 う自由長周期波の発生に関す

る解析対象領域

の発生 につ いて解 析的 に検 討 す る.解 析対 象 は図-2に

示す とお りで,沖 向 きをxの 正,静 水 面か ら上向 きをy

の正 としている.ま た,αhは 斜面勾配 である.

Schaffer(1993)に な らい2成 分合成波 を考 え,波 群 の

変動率 を考慮 す ると,radiation stress Sxxは 次式 となる.

(12)

こ こで,βgは 波群 の変動 に関 わ るパ ラメタ,α は基本 波

の振幅 であ る.添 字0は あるreferencepointに おけ る諸

量 であ ることを意味 し,こ こで は沖側一様水深部 の条件

とした.周 期的変動成分 の振 幅 ηlを複素表示 す ると,基

本 とな る波動方程式 は次の ように変形 される.

(13)

(14)

ここで は斜面端 部 にお ける水位 と流速 のmatching条 件

を適 用 し,岸 側一様水 深部で は岸 向き自由長周期波が,

沖側 一様水深部 では沖向 きの 自由長周期 波がそれぞれ伝

播 す るもの として解析 解 を求 めた.紙 数の都合上,解 の

詳細 につ いては別 の機会 に譲 る.

図-3は,岸 側長周 期拘束波 を用 いて無次元化 した,一

様 水深部 を伝 播す る自由長周期波 お よび沖側長周期拘束

波の振幅 と距離 に関す る無次元パ ラメタ との関係 の例 を

示 した ものであ る.計 算 においては,入 射基本波 の波高

は1m,波 群変動率 βgを1と し,海 底勾配 を1/100に 固

定 し波群 の周期 を変化 させ る ことに よって横軸 の無 次元

パ ラメタを変化 させた.な お,一 様 水深部の条件 と基本

波の条件 が同一 で あれ ば,長 周期 波の無次元振幅 は長 周

期波 の周波 数 と斜面勾配 の比 でほぼ統一的 に表現 で きる

こ とを確認 してい る.紙 面 の都合 で ここには載せ ていな

いが,種 々の条件の基 での計算 の結果,自 由長周期 波 は

岸側 と沖側 でほぼ同 じオーダーで岸側 の長周期拘束 波の

0.3～1.1倍 程 度あ った.ま た,自 由長周期波 は沖側 の長

周期拘束 波が大 きい ときに平均 的 に大 き くな り,無 次元

パ ラメタ に対 す る変動 も大 き くな る.海 底勾配 の不 連続

部で発生 した 自由長周期 波は岸側お よび沖側 の双 方向 に

伝播 し,も う一方 の不連続部 で発生 した自由長 周期 波 と

重合 するた めと考 え られ る.自 由長周期波 の変 動 は2つ

の不連続 点か ら発生 した長 周期波の重合 の際の位相 変化

のた めに生ず るもの と考え られ る.横 軸 の無 次元パ ラメ

タは,斜 面上の 自由長周期 波 を説明す るための もので あ

るが,不 連 続点 において発生す る自由長周期 波が卓越す

るた め,こ のパ ラメタに よって統一的 に説 明で きた もの
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図-3海 底勾配 の不連 続に より発生 した 自由長周期波

(h0=10m,h11=5m,T=10s)

実線 は沖側一様 水深部の 自由長周期波,破 線 は岸側一

様水深部 自由長 周期波,点 線 は沖側 一様水深部長周期

拘束波.岸 側一様水深部 の長周期拘 束波の振幅で無次

元化 した.

と考 え られ る.

5.防 波 堤 に よ る基 本 波 の 回 折 に伴 う 自 由 波 の

発 生

防波堤 先端 を原点 に とり,x軸 上 に半無 限防波堤が存

在 する場 合 を考 える.一 様水深 にお ける周期解 を考 える

と基本式 は強制項付 きHelmholtz方 程式 として表 され,

極座標表 示 した もの は次式 とな る.

(15)

(16)

ここで,φ は速度 ポテ ンシャル(右 肩の数字 は非線形 の次

数 を表す),ρk0は 原点か らの距離 γを式(19)で 示 され

る見か けの波数k0で 無次元化 した もので ある.こ こで,σ’

,k’,σ",k"は 二組 の基本波 の角周 波数お よび波数 であ

り,R’,R"は 次の ように与 え られ る.

(17)

また,k0は 見か けの波数 で,厳 密 には

(18)

とな る.た だ し,σ,kは 長周期拘束波 の角周波数お よび

波数 であ り,こ れ らは線形 の分散関係式 を満足 しない こ

とに注意 を要す る.な お,式(18)に お いて 肋 が十分 に

小 さい ときには,

(19)

となる.な お,成 分波 の交差角 が大 きい ときに 肋kh《1の

条件 が成 り立たな くなるが,こ の場合非線形核 関数 は非

常 に小 さ くな り,拘 束波成分 への寄与 も小 さい と考 えら

れ るため,式(19)は 比較的 良い近似 となってい る.ま

た,防 波堤 にお ける境界条件 は次式 となる.

(20)

1次 オーダーの解 は,γ を波数k’で無次元 化 したρκ

(=k’r)とx軸 か ら半時計 回 りに計 った 角度 をΘ を用い

て極座標表示 すれ ば,

(21)

とな る(Stoker,1959).こ こでJn(γ)はn階 の第 一 種

Besse1関 数,αIは 入射角 であ る.さ て,強 制項 は式(21)

で示 され る関数 同士お よびその微分 同士の積で表 され る

ため,形 式的 に次 式の ように表現 で きる.

(22)

こ こで,βnは 式(21)を 式(16)に 代 入 し,変 形 す る こ

とに よ って 得 られ る係 数 で あ る.式(22)に お い て μ と

βnはFourier変 換 の 関係 に あ る.す な わ ち,

(24)

式(15)をFourier変 換 し,式(20)を 適 用 す れ ば,

(25)

を得 る.こ れ は,強 制項付 きのBesselの 微分 方程式で あ

り,こ の特 解 は定数変化法 に より求 める ことがで きる.

したが って,式(15)の 特解 は,

(26)

と表せ る.こ れ は,式(20)を 無条件で満足 する.ま た,

式(26)は 波群 の伝播変形 に伴 う自由波 を除 けば,入 射

波同士 の干渉 φI,(2),回折 散乱波 同士 の干渉 φs(2)および入

射 波 と回折散 乱波 との干渉 φis(2)の和 として表 される.

(27)

ここで,ρ κ0→-∞ において は,φI(2)は2次 オーダー,φs(2)

は4次 オ ーダー,ま た φIS(2)は大 き くて も3次 オーダーで

あ る.し たが って,φ(2)はSommerfeldの 放射条件 を2次

オーダーで満 たす.す なわち,φ(2)は特解の みで存在 可能

であ り,一 般解 としての 自由長周期 波 を必要 としない.

上 記の議論 が波群 の時間 スケールで周期的 とした定 常

解析 に基づ くものであ り,式(7)と 同様 に特解 におい

て波群 の伝播変形 に よって発生す る自由長周期波が考慮

され る.す なわち,防 波堤背後で は,防 波堤 あるいは防

波堤付 近の水位や流速 の不連続 によって 自由長周期波 が

発生 す るので はな く,基 本波 の回折 に伴 う波群の減衰 に

よって 自由長周期波 が発 生す る と考 え られ る.し たが っ
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て,長 周期拘束波 の回折現 象 を精度良 く扱 うため には波

群 の変形 を考慮す る ことが重要で ある.こ の場 合解析労

力な どを考 える と,Boussinesq方 程式 な どの非線形波動

方程式 による時系列解析 が合理的 と考 え られ る.

なお,防 波堤背後 で は基本波 は回折 に よって 自由長周

期波 の波長 に比 べ比 較 的短 い距 離 の間 に大 き く減 衰す

る.こ のため波群 の伝 播変形 によって,港 口で存在 して

いた長周期拘束波 とほぼ同 じ振幅 の 自由長周期波が長周

期拘束波 に置 き換 わ るもの と考 え られ る.港 口で の長周

期波が適切 に評価 で きれ ば,線 形解析 によって もある程

度 の精度 で港 内長 周期波 を評価 で きるの はこのた めであ

る.

6.そ の 他 の 自由 長 周 期 波 の 発 生 原 因

6.1波 群の部分反射 によ る自由長周期 波の発 生

長周期拘束 波が防波堤 な どの構 造物 によって部分 反射

す る とき,反射 波 として自由長 周期 波が発生す る ことが,

筧田 ・水 口(1997)に よって示 されて いる.こ れを基本

波 の反射 率ＫRを 用いて書 き直す と,

(28)

ここで,ηLiは入 射波群 に伴 う長周期 拘束波で ある.し た

がって,部 分反射 よって発生 す る自由長周期波 は,浅 海

域 では,部 分反射 による長 周期 拘束波 の振幅 の減 少分が

自由長周期波 として置 き換 わ ると考 えて良 い.

6.2気 圧の変動 に よる自由長周 期波の発生

気 圧変動 によって発生 す る波 は,1次 元 を仮 定 し,Pa

を気 圧変動 とすれ ば次式に より表現 で きる.

(29)

したが って,圧力 に拘束 された波 と自由波が存 在 しうる.

い ま,圧 力の伝播速度 をUと す る と,気 圧 変動 による長

周期拘束波 ηpとして次式 を得 る.

(30)

気圧 の変動 の伝播速 度が長波 の波速 に近づ くとき大 き

な水位変動 を生 ず るが,こ れ は台風 な どの大規模気象 擾

乱の条件 である.こ の場合,圧 力 の変化 は20～50hPaに

もお よぶが,圧 力変 動 のスケール は100kmに 達 す るた

め,こ こで対 象 とす る1km程 度 の時 間スケールで は,大

き くて も数hPa程 度 と推測 され る.実 際 には摩擦 な どの

損失が含 まれるため,湾 水振動 を伴 わ けれ ば台風 な どの

気象擾乱 に伴 う長 周期拘束波 の振 幅 は高々十数cm程 度

と考 え られ,沿 岸域で は圧力変動 に伴 う有意 な長周期 波

が発生 す る可能性 は小 さい と考 え られ る.

6.3エ ッジ波の共 鳴干渉 に よる自由波の発生

Gallagher(1971)は,多 方 向不規 則波浪場 において沿

岸方 向には 自由波 のみが存在 す る と仮定 してエ ッジ波 の

発生 を示 してい る.し か しなが ら,こ れは沿 岸方向 に拘

束波成 分が存在す るに も関わ らず,こ れを無視 して いる

ため岸 沖方向 の拘束 波条件 に不整合 があ り,不 合理で あ

る.一 方Foda・Mei(1981)は,WKB法 を用いた解析

に よって沿岸方 向の包絡波の変調波数 がエ ッジ波 の分散

関係 に従 う とき共 鳴干渉 によ り長周期 エ ッジ波が発生 す

ることを示 してい る.た だ し,共 鳴干渉 す るた めには長

周期波 よ り1オ ーダー長 い時間 を必 要 とし,実 際 に共 鳴

条件が成立す る可能 性が低 い ことか ら,こ の理論 に基 づ

く長周期波 の発生 はあま り期待 で きない もの と考 え られ

る.した がって,エ ッジ波 自身が 自由波発生の要因 であ る

とい うよ りは他 の要因で発生 した 自由波が トラ ップモー

ドとな りエ ッジ波 として存在 す るもの と考 え られる.

7.お わ り に

自由長 周期 波の発生 について定量 的 な評価 を試 みた.

本研究 に よって,沿 岸域 の自由長周期波 についての基本

的 な理解 はで きた もの と考 え られ る.た だし,実 験 な ど

による検証 は行 っていないため,今 後 の課題 と言 える.

最後 に,本 研究 を遂行 する にあた り,名 古屋工 業大学

喜 岡渉教 授か ら非常 に有益 な ご助言 を賜 った.こ こに記

して感 謝の意 を表す る.

参 考 文 献

喜岡 渉 ・石原健司 (1993): 波群の屈折に伴う2次 長周期波の

伝播変形解析, 土木学会論文集, 第467号/II-23, pp.75-82.

筧田博章 ・水口 優 (1997): 波群の反射 と長周期波, 海岸工学

論文集, 第44巻, pp.201-205.

長瀬 覚 ・水口 優 (1995): 波群性入射波の砕波による長周期

波について, 海岸工学論文集, 第42巻, pp.146-150.

水口 優 ・山口英一 (1997): 平面的な波群についての基礎的研

究, 中央大学理工学部紀要, 第40巻, pp.47-55.

Foda, M. A. and C. C. Mei (1981): Nonlinear excitation of

long-trapped waves by a group of short swells, J. Fluid

Mech., Vol.111, pp.319-345.

Gallegher, B.(1971): Generation of surf beat by non-linear

wave interactions, Jour. Fluid Mech., Vol.49, pp.1-20.

Liu, P. L.-F.(1989): A note on long waves induced by short-

wave groups over a shelf, J. Fluid Mech. Vol.205, pp.163-

170.
Mei, C. C. and C. Benmoussa (1984): Long waves induced by

short-wave groups over an uneven bottom, J. Fluid Mech.
Vol. 139, pp. 219-235.

Mizuguchi, M.(1995): A simple analysis of long wave genera-

tion by time-varying breakpoint, Coastal Engineering in

Japan, Vol.38, No.2, pp.105-110.
Okayasu, A., T. Matsumoto and Y. Suzuki(1996): Labora-

tory experiments on generation of long period waves in the

surf zone, Proc. 25th ICCE, pp. 1321-1334.

Schaffer, H. A.(1993): Infragravity waves induced by short-

wave groups, J. Fluid Mech., Vol.247, pp.551-588.


